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○ 関東農政局管内（以下「関東局」という。）の麦類の産出額（平成29年）は79億円で、全国の約
２割を占めています。

○ 関東局の都県別をみると、栃木県が44億円（全国第２位）で最も多く、次いで群馬県が13億円
（同５位）、埼玉県が11億円（同６位）の順となっています。

○ 関東局の品目別をみると、二条大麦が53億円（注2で最も多く、次いで小麦が22億円の順となって
います。

注：１ 全国の産出額は、都道府県値を積み上げたものである（以下同じ。）。
２ 品目別の二条大麦の産出額計は千葉県を除いた関東局各県の（億円単位）の合計値である。
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関東農政局統計部
令和元年５月31日

関東農政局管内の麦類、豆類及び工芸農作物

１ 農業産出額 ー生産農業所得統計からー

（１）麦類

麦類の産出額（平成29年）

全国・農政局別 都県別（関東局） 品目別（関東局）

麦類の市町村別農業産出額（推計）（平成29年）

注： 「秘匿措置」とは、個人、法人又はその他の団体の個々の秘密に属する事項を秘匿するため、統計数値を公表しないもの（以下同じ。）。

北海道

252 

(58%)
関東局

79

(18%)

東海

13 (3%)

その他

全 国
438億円
（100％）

栃木

44 

(56%)

②

群馬

13 (16%)

⑤

埼玉

11 (14%)

⑥

茨城

6 (8%)

⑩

長野

4 

(5%)

その他

関東局
79億円

（100％）

○数値は､都道府県順位

二条大麦

53

(67%)

小麦

22

(28%)

その他

関東局
79億円

（100％）

単位：億円

順位 都県 市町村 産出額

1 栃木県 栃木市 9.9
2 栃木県 小山市 7.0
3 栃木県 大田原市 4.3
4 栃木県 佐野市 3.9
5 栃木県 足利市 3.3
5 埼玉県 熊谷市 3.3
7 群馬県 館林市 2.7
8 栃木県 宇都宮市 2.6
9 群馬県 邑楽町 2.5

10 群馬県 前橋市 2.4

関東局上位10市町村（平成29年）

麦類とは、小麦、二条大麦、六条大麦、はだか麦等をいいます。



らっかせい

102

(80%)

大豆

19

(15%)

その他

関東局
127億円

（100％）
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豆類の産出額（平成29年）

（２）豆類

○ 関東局の豆類の産出額（平成29年）は127億円で、全国の約２割を占めています。
○ 関東局の都県別をみると、千葉県が90億円（全国第２位）で最も多く、次いで茨城県が17億円
（同７位）、栃木県が６億円の順となっています。

○ 関東局の品目別をみると、らっかせいが102億円で最も多く、次いで大豆が19億円の順となって
います。

全国・農政局別 都県別（関東局） 品目別（関東局）

○数値は､都道府県順位

北海道

347 

(49%)

関東局

127 

(18%)

東北

57 (8%)

九州

53 (7%)

近畿

51 (7%)

その他

全 国
708億円

（100％）
千葉

90 

(71%)

②

茨城

17 (13%)

⑦

栃木

6 (5%)

長野

5 

(4%)

その他

関東局
127億円

（100％）

①
③

②

④

⑩

⑧

⑦

⑥

⑤
⑨

単位：億円

順位 都県 市町村 産出額

1 千葉県 八街市 22.3
2 千葉県 千葉市 9.4
3 千葉県 佐倉市 5.4
4 千葉県 富里市 5.3
5 千葉県 山武市 5.0
6 千葉県 香取市 4.8
7 千葉県 袖ケ浦市 3.7
8 千葉県 富津市 3.6
9 千葉県 東金市 3.1

10 茨城県 筑西市 2.6

関東局上位10市町村（平成29年）

豆類の市町村別農業産出額（推計）（平成29年）

豆類とは、大豆、小豆、いんげんまめ、らっかせい（からつき）等をいいます。

１ 農業産出額（続き）



- 3 -

工芸農作物の産出額（平成29年）

（３）工芸農作物

○ 関東局の工芸農作物の産出額（平成29年）は334億円で、全国の約２割を占めています。
○ 関東局の都県別をみると、静岡県が211億円（全国第３位）で最も多く、次いで群馬県が74億円
（同６位）、埼玉県が19億円の順となっています。

○ 関東局の品目別をみると、茶（生葉）が233億円で最も多く、次いでこんにゃくいもが80億円の
順となっています。

全国・農政局別 都県別（関東局） 品目別（関東局）

九州

588 

(30%)

北海道

467 

(24%)

関東局

334 (17%)

沖縄

210 (11%)

東北

125 (6%)

その他

全 国
1,930億円
（100％）

茶（生葉）
さとうきび
「い」

てんさい

さとうきび

四角囲みは主な工芸農作物の品目である。

○数値は､都道府県順位

工芸農作物の市町村別農業産出額（推計）（平成29年）

工芸農作物とは、嗜好用、油脂用、糖用などの原料に供する目的で栽培され、比較的長期にわたる加工、製造工程を
経て製品にいたる農作物をいいます。（さとうきび、てんさい、こんにゃくいも、葉たばこ、茶（生葉）及びい等）

静岡

211 

(63%)

③

群馬

74 (22%)

⑥

埼玉

19 (6%)

茨城

12 

(4%)

その他

関東局
334億円
（100％）

茶(生葉)

233

(70%)

こんにゃくいも

80

(24%)

その他

関東局
334億円
（100％）

⑩

①

②

⑦

⑥

⑤

④

③

⑧

⑨

単位：億円

順位 都県 市町村 産出額

1 静岡県 牧之原市 35.5
2 静岡県 島田市 32.8
3 静岡県 掛川市 24.7
4 群馬県 昭和村 23.0
5 静岡県 菊川市 22.4
6 静岡県 静岡市 19.1
7 静岡県 磐田市 16.2
8 群馬県 渋川市 14.6
9 静岡県 富士市 12.4

10 群馬県 沼田市 11.1

関東局上位10市町村（平成29年）

１ 農業産出額（続き）
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○ 関東局の平成年間の小麦の作付面積の推移をみると、平成元年から８年は減少傾向、９年から15年
は増加傾向、16年から24年は減少傾向で推移し、25年以降は横ばい傾向で推移しています。

（１）麦類の作付面積の推移

ア 小麦

小麦の作付面積の推移（関東局）

２ 作物の生産動向（平成年間の動き）ー作物統計調査、特定作物統計調査からー

イ 二条大麦

二条大麦の作付面積の推移（関東局）

○ 関東局の平成年間の二条大麦の作付面積の推移をみると、平成３年から12年は減少傾向、13年、
14年は増加傾向で推移し、15年以降はやや増減はみられるもののおおむね横ばい傾向で推移してい
ます。
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収益性の低下や転作等目標面
積の緩和措置等により減少

米の生産調整面積規模
の拡大等により増加

他作物への転換
等により減少

群馬県

茨城県

麦種転換や転作等目標面積の
緩和措置等により減少

小麦の主な用途：うどん、パン、中華麺、菓子

二条大麦の主な用途：ビール、焼酎

栃木県

麦種転換等により増減はあ
るがおおむね横ばい傾向
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（１）麦類の作付面積の推移（続き）

六条大麦の作付面積の推移（関東局）

ウ 六条大麦

○ 関東局の平成年間の六条大麦作付面積の推移をみると、平成元年から７年は減少傾向、８年から
15年は増加傾向、16年からはおおむね減少傾向で推移しています。

六条大麦の主な用途：麦茶、押し麦
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収益性の低下や転作
等目標面積の緩和措
置等により減少

米の生産調整面積規
模の拡大や麦茶需要
増加等により増加

麦種転換や他作物との
転換等により増減はあ
るがおおむね減少傾向

茨城県

栃木県

２ 作物の生産動向（平成年間の動き）（続き）

（２）豆類の作付面積の推移

ア 大豆

大豆の作付面積の推移（関東局）

○ 関東局の平成年間の大豆の作付面積の推移をみると、平成元年から７年は減少傾向、８年から15
年は増加傾向、16年から25年は減少傾向で推移し、26年以降は横ばい傾向で推移しています。
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拡大等により増加 他作物への転換等により減少
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○ 関東局の平成年間のらっかせいの作付面積の推移をみると、価格の不安定や労働力事情から一貫
して減少傾向で推移しています。

イ らっかせい

らっかせいの作付面積の推移（関東局）

２ 作物の生産動向（平成年間の動き）（続き）

（２）豆類の作付面積の推移（続き）

（３）工芸農作物の栽培面積の推移

○ 関東局の平成年間の茶の栽培面積の推移をみると、労働力事情や収益性の低い園地の廃園及び規
模縮小等から一貫して減少傾向で推移しています。

茶の栽培面積の推移（関東局）
（百㏊）
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産県調査のため関東局計の
推計はしていません。

平成29年産は主産県調
査のため関東局計の推
計はしていません。

その他

その他
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○ 関東局の平成年間のこんにゃくいもの栽培面積の推移をみると、価格の不安定、労動力事情等か
ら減少傾向で推移しています。

栽培面積の推移（関東局）

平成９年産以降、全国調査は
３年に１度であり、中間年は
主産県調査のため関東局計の
推計はしていません。

２ 作物の生産動向（平成年間の動き）（続き）

イ こんにゃくいも

（３）工芸農作物の栽培面積の推移（続き）

（４）麦類及び大豆の収穫量の推移

○ 関東局の平成年間の麦類及び大豆の収穫量は、作付面積の増減のほか、気象要因に伴う作柄の良
否等により大きく変化しています。

麦類及び大豆の収穫量の推移（関東局）

その他
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３ 小麦の生産コスト（平成年間の動き）ー農産物生産費統計からー

４ 麦類及び大豆の作付け経営体数等の推移 ー農林業センサスからー

○ 関東局の販売目的で作付けした経営体数及び１経営体当たり作付面積をみると、各作物とも経営体
数は減少していますが、規模拡大により１経営体当たりの作付面積は増加しています。

11.6

6.9
5.2

1.4

2.4

2.9

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

0

5

10

15

20

25

平成17年 22 27

（
作
付
面
積
）

（
経
営
体
数
）
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小 麦

大 豆

大麦（二条大麦、六条大麦）･裸麦

販売目的で作物を作付けした経営体数及び１経営体当たりの作付面積（関東局）

物財費

その他

労働費

（千円）

○ 関東局の平成年間の小麦の全算入生産費（個別経営・10ａ当たり）の推移をみると、平成10年産以
降は労働費の減少等により減少傾向で推移しています。

小麦の全算入生産費（個別経営）（10ａ当たり）の推移（関東局）

経営体とは、農産物の生産を行
い、生産に係る面積・頭数が一定
規模（経営耕地面積30a、年間販
売金額50万円又は定められた外形
基準）以上の農業生産活動を行う
者をいう。

全算入生産費とは、費用合計（物財費＋
労働費）から副産物価額を差引き、利子
及び地代を加えた額をいいます。

個別経営とは、農業経営体の
うち世帯による農業経営を
行っているものをいいます。

注： その他は、便宜的に全算入生産費から費用合計（物財費及び労働費）を差引き算出した。



１ この資料は、農林水産省統計部が作成又は実施している「生産農業所得統計」、「作物統計調査」、「特定

作物統計調査」、「農産物生産費統計」及び「農林業センサス」を基に作成したものです。

２ 関東農政局（関東局）

関東農政局（関東局）とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県
及び静岡県の10都県です。

３ 統計調査の概要

(1) 生産農業所得統計

ア 統計の目的

農産物の産出額及び所得を推計し、農業生産の実態を価値量的な面から把握して、農政の企画・推進のた

めの資料を整備することを目的としています。

イ 推計方法

本統計は、都道府県を推計単位とし、農産物の生産量及び価格に関する諸統計等を用いて、生産された農

産物の価値額を推計しています。

(2) 市町村別農業産出額（推計）

ア 作成の目的

都道府県別農業産出額を農林業センサス等を用いて市町村別に按分することにより推計した市町村別農業
産出額は、農政の企画やその実行のフォローアップに資するための資料を提供することを目的としていま
す。

イ 推計方法
生産農業所得統計（都道府県別推計）において推計した都道府県別農業産出額（品目別）を2015年農林業

センサス又は作物統計調査を用いて市町村別に按分し、市町村別農業産出額（推計）を作成しています。
(3) 作物統計調査及び特定作物統計調査

ア 調査の目的

各作物の生産に関する実態を明らかにすることにより、食料・農業・農村基本計画における生産努力目標

の策定及び達成状況検証のための資料、各作物に関する生産振興に資する各種事業（強い農業づくり交付金

等）の推進のための資料等とすることを目的としています。

イ 調査の対象

(ｱ)  作付（栽培）面積調査

調査対象作物を取り扱っている全ての農協等の関係団体

(ｲ)  収穫量調査

ａ 麦類、豆類及びこんにゃくいも

調査対象作物を取り扱っている全ての農協等の関係団体及び2015年農林業センサスにおいて、調査対

象作物を販売目的で作付けした農業経営体から無作為に抽出した農業経営体

ｂ 茶

荒茶工場から無作為に抽出した標本荒茶工場

(4) 農産物生産費統計（麦類）（個別経営）

ア 調査の目的

麦類の生産コストを明らかにし、農政（経営所得安定対策、生産対策、経営改善対策等）の資料を整備す
ることを目的としています。

イ 調査の対象

農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、調査該当麦を10ａ以上作付け
し、販売する経営体（個別経営）

(5) 農林業センサス

ア 調査の目的

我が国農林業の生産構造及び就業構造等の実態や農山村地域の現状を把握することにより、農林業に関

する諸統計調査に必要な基礎資料を整備するとともに、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の提唱する世界

農林業センサスの趣旨に従い、各国農林業との比較において我が国農林業の実態を明らかにすることを目

的としています。

イ 調査の対象

全ての農林業経営体（農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、生産又は作業に係

る面積・頭数が一定規模（経営耕地面積30a、年間販売金額50万円又は定められた外形基準）以上の農林業

生産活動を行う者（組織の場合は代表者））

４ この統計調査結果の詳細は、農林水産省又は関東農政局ホームページ中の「統計情報」で御覧いただけます。

農林水産省ホームページ ＞ 統計情報 【 http://www.maff.go.jp/j/tokei/ 】

関東農政局ホームページ ＞ 統計情報 【 http://www.maff.go.jp/kanto/to_jyo/ 】

５ この資料に関するお問い合わせは、下記までお願いします。

関東農政局 統計部 統計企画課 TEL:048-740-0058（直通） FAX:048-740-0086

利用にあたって

- 9  -


